
 「全て」の就労選択支援事業所は、 
 

「特定事業所集中減算の適用状況に係る報告書」を作成してください 

作成  

した 

 移行率最高法人が 80％を超えたサービスはありますか  
提出書類はありません。（減算対象外です） 
作成した「特定事業所集中減算の適用状況に係る報告 
書」は５年間保存してください。 

 

特定事業所集中減算の対象となります。 

「特定事業所集中減算の適用状況に係る報告書」を 

体制等一覧表等と共にユニバーサル推進課に提出し

てください。 

報告書については市町にも提出してください。 

あり 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「特定事業所集中減算」事務手順フローチャート 

 
80％を超えるに至ったことについて、正当な理由はありま 
すか 
※「特定事業所集中減算「正当な理由」の判断基準」参照 

 
「特定事業所集中減算の適用状況に係る報告書」に正当な理

由を記載し、ユニバーサル推進課及び市町に提出してくださ

い。 

あり 

なし 

 なし 

正当な理由として 

認められる 

 

減算対象外です。 
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正当な理由として 

認められない 

 

 

 
特定事業所集中減算の対象となります。 

「特定事業所集中減算の適用状況に係る 

報告書」を体制等一覧表等と共に再度 

ユニバーサル推進課に提出してくださ

い。 

報告書については市町にも提出して 

ください。 

 
 
 

１ 

５ 



※減算対象となる例 

判定期間内にアセスメ
ントを終了した人数 

移行先サービス内訳 
移行率最高法人
利用者数 

計算式 
 

 

 

３０名 

就労移行支援 10名 5 ５名÷10名＝５0％  
減算 
対象 就労継続支援Ａ型 10名 ２名 ２名÷10名＝20％ 

就労継続支援Ｂ型 10名 ９名 ９名÷10名＝90％ 

※移行率最高法人が 80％を超えたサービスが１つでもある場合、

減算対象となります。 

（正当な理由がある場合を除く） 

 

 

 


